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平成１５年９月期  個別財務諸表の概要            
平成１５年１１月２０日 

 

会  社   名   東北化学薬品株式会社               登録銘柄 
コ ー ド 番 号           ７４４６                             本社所在都道府県 
（ＵＲＬ http://www.t-kagaku.co.jp）           青森県 
代  表  者   役  職   名  代表取締役社長 
          氏    名 東 康夫 
問 合 せ 先          責任者役職名 取締役経理部長       

          氏    名 木村 諄光             ＴＥＬ(０１７２)３３－８１３１ 

決算取締役会開催日  平成１５年１１月２０日       中間配当制度の有無  有  

定時株主総会開催日  平成１５年１２月１８日       単元株制度採用の有無 有（1単元 1000 株） 

１．１５年９月期の業績（平成１４年１０月１日～平成１５年９月３０日） 

(1) 経営成績             (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売  上  高 営 業 利 益 経 常 利 益  
 

１５年９月期 

１４年９月期 

百万円   ％

１７，１２６( ２．２）

１６，７６３(△５．５)

百万円   ％

      ３４４(△８．８)

      ３７７(△７．７)

百万円   ％

      ３７４(△６．９)

４０２(△８．８)

 

 

 
当 期 純 利 益 

1 株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

1株当たり当期純利益

株主資本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 

 

１５年９月期 

１４年９月期 

百万円   ％ 

１７８（△１３．１） 

２０５ ( ２３．８) 

円 銭

３９  ０３

４４  ８９

円 銭

―  ― 

―  ― 

％

４．６

５．５

％ 

４．７ 

５．０ 

％

２．２

２．４

 

(注) 1．期中平均株式数   １５年９月期 ４，５６７，７５９株 １４年９月期 ４,５６９,０５２株 

   2．会計処理の方法の変更   無  

   3．売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 

(2) 配当状況 

1 株当たり年間配当金  
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

（年 間） 
配当性向 

株主資本 

配 当 率  

 

１５年９月期 

１４年９月期 

円 銭 

２２ ００ 

１５ ００ 

円 銭

０ ００

０ ００

円 銭

２２ ００

１５ ００

百万円

１００

６８

％ 
５６．４ 

３３．４ 

％

２．６

１．８

 

（注）１５年９月期期末配当金の内訳     普通配当１５円００銭  記念配当７円００銭 

(3) 財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 1 株当たり株主資本  
 

１５年９月期 

１４年９月期 

百万円 

７，８３５ 

８，０８９ 

百万円

３，９４２

３，８１１

％ 

５０．３ 

４７．１ 

円  銭
８６３  １５

８３４  ２５

 

(注)１．期末発行済株式数   １５年９月期 ４，５６７，２００株 １４年９月期 ４,５６８,８００株 
  ２．期末自己株式数    １５年９月期     ２，８００株 １４年９月期  １，２００株 

２．１６年９月期の業績予想（平成１５年１０月１日～平成１６年９月３０日） 

1 株当たり年間配当金  
 売 上 高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末   
 

中 間 期 

通  期 

百万円 

８，５００ 

１７，０００ 

百万円

２０５

３８０

百万円

９５

１８０

円 銭
０ ００

 ―  ―

  円 銭 
―  ― 
１５ ００ 

円 銭 
―  ― 
１５ ００

 

(参考) 1 株当たり予想当期純利益（通期）３９円４１銭 

（注）当資料に掲載している見通しの数値は、当社が現在入手可能な情報から判断したものであり、経済情勢などの動向

により変動する場合がありますのでご承知おき下さい。
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１．個別財務諸表等 

（１）貸 借 対 照 表 
                                 （単位：千円 千円未満切捨） 

当       期 
（平成 1５年９月３０日現在）

前       期 
（平成１４年９月３０日現在） 

増減（△） 期  別 

 

科  目 金    額 構成比 金    額 構成比 金  額 

（資 産 の 部）   ％  ％ 

Ⅰ流 動 資 産      

１ 現 金 及 び 預 金 ※２ ２８８，４３２
 

２７４，０５６  １４，３７５

２ 受  取  手  形  ７０２，６５２
 

６５９，００８  ４３，６４３

３ 売 掛 金  ３，５７３，００１  ３，８５５，６０４  △  ２８２，６０２

４ 商 品  ４６２，２７２  ４７０，８４１  △   ８，５６９

５ そ の 他  ６７，０１８  ７６，４９４  △   ９，４７５

 貸 倒 引 当 金  △    ６，２７６  △  １３，３８２  ７，１０５

 流 動 資 産 合 計  ５，０８７，１０１ 64.9 ５，３２２，６２４ 65.8 △ ２３５，５２２

Ⅱ固 定 資 産      

(1) 有 形 固 定 資 産 ※１    

１ 建 物  ４４４，６８２  ４７０，１１４  △  ２５，４３２

２ 土 地 ※２ １，１９５，３０９  １，１９５，３０９  －

３ そ の 他  １６２，１４７  １５１，５５１  １０，５９５

 有形固定資産合計  １，８０２，１３９ 23.0 １，８１６，９７６ 22.5 △  １４，８３６

(2) 無 形 固 定 資 産  ７，６０９ 0.1 ７，６８５ 0.1 △        ７６

(3) 投資その他の資産      

１ 差 入 保 証 金  ３７６，５２５  ４０９，６０７  △  ３３，０８１

２ 投 資 有 価 証 券 ※２ ３８１，１７２  ３２３，７５２  ５７，４１９

３ そ の 他  １８５，４４８  ２１４，０４２  △  ２８，５９３

 貸 倒 引 当 金  △   ４，９５６  △  ４，９８０  ２３

 投資その他の資産合計  ９３８，１８９ 12.0 ９４２，４２２ 11.6 △   ４，２３３

 固 定 資 産 合 計  ２，７４７，９３８ 35.1 ２，７６７，０８３ 34.2 △  １９，１４５

 資 産 合 計  ７，８３５，０３９ 100.0 ８，０８９，７０７ 100.0 △ ２５４，６６８
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（単位：千円 千円未満切捨） 

当       期 
（平成 1５年９月３０日現在）

前       期 
（平成１４年９月３０日現在） 

増減（△） 期  別 

 

科  目 金    額 構成比 金    額 構成比 金   額 

（負 債 の 部）   ％  ％ 

Ⅰ流 動 負 債      

１ 支 払 手 形 ※２ ５２４，６４８  ４８４，９０２  ３９，７４５

２ 買 掛 金 ※２ ２，９６６，９８７  ２，９１５，１２６  ５１，８６０

３ 短 期 借 入 金  －  ５２０，０００  △ ５２０，０００

４ 未 払 法 人 税 等  １０１，９１３  ８２，９３８  １８，９７５

５ 賞 与 引 当 金  ３１，０００  ３２，０００  △   １，０００

６ そ の 他  ８４，７３５  ６７，５４４  １７，１９１

 流 動 負 債 合 計  ３，７０９，２８５ 47.4 ４，１０２，５１１ 50.7 △ ３９３，２２６

Ⅱ固 定 負 債    

１ 退 職 給 付 引 当 金  ５０，８２３ ６６，７２２  △  １５，８９９

２ 役員退職慰労引当金  １２６，７４４ １０８，９６１  １７，７８３

３ そ の 他  ６，０００ －  ６，０００

 固 定 負 債 合 計  １８３，５６７ 2.3 １７５，６８３ 2.2 ７，８８４

 負 債 合 計  ３，８９２，８５２ 49.7 ４，２７８，１９５ 52.9 △ ３８５，３４２

（資 本 の 部）      

Ⅰ資   本   金 ※３ ７５３，７００ 9.6 ７５３，７００ 9.3 －

Ⅱ資 本 剰 余 金    

 資 本 準 備 金  ８１４，４００ 10.4 ８１４，４００ 10.1 －

Ⅲ利 益 剰 余 金    

 利 益 準 備 金  １０５，０００ １０５，０００  －

 任 意 積 立 金    

  別 途 積 立 金  １，９６０，０００ １，８３５，０００  １２５，０００

 当 期 未 処 分 利 益  ２４９，１６９ ２６９，４４１  △  ２０，２７２

 利 益 剰 余 金 合 計  ２，３１４，１６９ 29.5 ２，２０９，４４１ 27.3 １０４，７２７

Ⅳその他有価証券評価差額金 ※５ ６１，１９３ 0.8 ３４，５８８ 0.4 ２６，６０４

   ３，９４３，４６２ ３，８１２，１３０  １３１，３３２

Ⅴ 自 己 株 式 ※４ △   １，２７５ 0.0 △    ６１７ 0.0 △     ６５７

 資 本 合 計  ３，９４２，１８６ 50.3 ３，８１１，５１２ 47.1 １３０，６７４

 負 債 ・ 資 本 合 計  ７，８３５，０３９ 100.0 ８，０８９，７０７ 100.0 △ ２５４，６６８
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（２）損 益 計 算 書 
                               （単位：千円 千円未満切捨） 

当       期 
自平成１４年１０月１日 

至平成１５年９月３０日 

前       期 
自平成１３年１０月１日 

至平成１４年９月３０日 
増 減 （ △ ） 

期  別 

 

 

科  目 金    額 百 分 比 金   額 百分比 金   額 

  ％  ％ 

Ⅰ 売 上 高  １７，１２６，７９７ 100.0 １６，７６３，０４９ 100.0 ３６３，７４７

Ⅱ 売 上 原 価  １５，１９０，４９３ 88.7 １４，８４４，８９１ 88.6 ３４５，６０２

 売 上 総 利 益  １，９３６，３０３ 11.3 １，９１８，１５８ 11.4 １８，１４５

Ⅲ 販売費及び一般管理費  １，５９１，８９５ 9.3 １，５４０，３１７ 9.2 ５１，５７８

 営 業 利 益  ３４４，４０８ 2.0 ３７７，８４０ 2.2 △    ３３，４３２

Ⅳ 営 業 外 収 益  ３２，９８２ 0.2 ２６，７０４ 0.2 ６，２７８

Ⅴ 営 業 外 費 用  ２，５５２ 0.0 １，７７３ 0.0 ７７８

  経 常 利 益  ３７４，８３９ 2.2 ４０２，７７１ 2.4 △     ２７，９３２

Ⅵ 特 別 損 失 ※1 １，９６８ 0.0 ９，２８８ 0.1 △     ７，３２０

 税 引 前 当 期 純 利 益  ３７２，８７０ 2.2 ３９３，４８２ 2.3 △    ２０，６１２

 法人税、住民税及び事業税  １９６，４２８ 1.2 １８３，３４６ 1.1 １３，０８１

 法 人 税 等 調 整 額  △    １，８１７ 0.0 ５，０２９ 0.0 △     ６，８４７

 当 期 純 利 益  １７８，２５９ 1.0 ２０５，１０６ 1.2 △    ２６，８４６

 前 期 繰 越 利 益  ７０，９０９ ６４，３３５  ６，５７４

 当 期 未 処 分 利 益  ２４９，１６９ ２６９，４４１  △    ２０，２７２
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（３）利 益 処 分 案 
                                 （単位：千円 千円未満切捨） 

当       期 

自平成１４年１０月１日 

至平成１５年９月３０日 

前       期 

自平成１３年１０月１日 

至平成１４年９月３０日 
増減（△） 

 

金       額 金       額 金    額 

 当 期 未 処 分 利 益  ２４９，１６９ ２６９，４４１ △２０，２７２

 これを次のとおり処分します   

 利 益 配 当 金  １００，４７８ ６８，５３２ ３１，９４６

 役 員 賞 与 金  － ５，０００ △ ５，０００

 任 意 積 立 金   

  別 途 積 立 金  ８０，０００ １２５，０００ △４５，０００

 次 期 繰 越 利 益  ６８，６９０ ７０，９０９ △ ２，２１９

 

 

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

   

  該当事項はありません 
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重要な会計方針 
１有価証券の評価基準及び評価方法 その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は、全部資本 

直入法により処理） 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

 

２棚卸資産の評価基準及び評価方法 

 

総平均法による原価法 

  

３固定資産の減価償却の方法 (１)有形固定資産 

定率法 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法の規定する方法と同一の基

準によっております。 

ただし、平成 10 年度の税制改正に伴い、平成 10 年 4月 1 日以降に取得した建

物（建物附属設備を除く）については、定額法 

(２)無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用分）は、社内における見込利用可能期間（5 年）によ

る定額法 

(３)長期前払費用 

均等償却 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法の規定する方法と同一の基

準によっております。 

  

４引当金の計上基準 (１)貸倒引当金 

   債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。 

 (２)賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上し

ております。 

 (３)退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤 

務期間以内の一定の年数（５年）による按分額をそれぞれ発生の翌事業年 

度より費用処理しております。 

 (４)役員退職慰労引当金 

 役員に対する退職慰労金の支出にそなえるため、内規に基づく期末要支給額を

計上しております。 

  

５リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

  

６その他の財務諸表作成のための重要

な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

 

会計方針の変更 
（１株当たり当期純利益に関する会計基準等） 

   当事業年度から｢１株当たり当期純利益に関する会計基準｣(企業会計基準第２号)及び｢１株当たり当期純利益に関

する会計基準の適用指針｣(企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

なお、同会計基準及び適用指針の適用に伴う影響については、(１株当たり情報)注記事項に記載のとおりであり

ます。 
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注記事項 
（貸借対照表関係） 

                            （単位：千円 千円未満切捨） 

当期 前期 

（平成１５年９月３０日現在） （平成１４年９月３０日現在） 

※1 有形固定資産の 

減価償却累計額 

７８３，１２５ ※1 有形固定資産の 

減価償却累計額 

７３７，４３０

      

※2 担保に供している資産 ※2 担保に供している資産 

 預 金 ５，０００  預 金 ５，０００

 投 資 有 価 証 券 ２１，３１６  投 資 有 価 証 券 ２３，０７８

 土      地 ５３，５３４  土      地 ５３，５３４

 計 ７９，８５０  計 ８１，６１２

 上記に対応する債務 

支 払 手 形       ５９，０２７

買  掛  金      ３２４，３３７

   計         ３８３，３６５

 

 上記に対応する債務 

支 払 手 形       ３１，１５４

買  掛  金      ３８０，５５０

   計         ４１１，７０４

※3 会社が発行する株式及び発行済株式の総数 

 授権株式数   １４，６４０，０００株

 発行済株式総数 

  普通株式    ４，５７０，０００株

ただし、定款の定めにより株式の消却が行わ

れた場合には、会社が発行する株式につい

て、これに相当する株式数を減ずることとな

っております。 

 

※3 会社が発行する株式及び発行済株式の総数 

 授権株式数   １４，６４０，０００株

 発行済株式総数  ４，５７０，０００株

ただし、定款の定めにより株式の消却が行わ

れた場合には、会社が発行する株式につい

て、これに相当する株式数を減ずることとな

っております。 

※4 会社が発行する自己株式の数 

 普通株式         ２，８００株

 

※4 会社が発行する自己株式の数 

 普通株式         １，２００株

※5 配当制限 

商法施行規則第 124条第 3号に規定されてい

る時価を付したことにより増加した純資産

の額は、６１，１９３千円であります｡ 

※5 配当制限 

商法第 290条第 1項第 6号に規定されている

時価を付したことにより増加した純資産の

額は、３４，５８８千円であります｡ 

 

（損益計算書関係） 

                              （単位：千円 千円未満切捨） 

当期 

自 平成１４年１０月１日 

至 平成１５年９月３０日 

前期 

自 平成１３年１０月１日 

至 平成１４年９月３０日 

※1 特別損失の主要項目 ※1 特別損失の主要項目 

 投資有価証券評価損 １，９６８  固定資産除却損 ７９２

   固定資産売却損 ２０２

   投資有価証券評価損 ７，２９４

   会員権評価損 １，０００
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（リース取引関係） 

当期 

自 平成１４年１０月１日 

至 平成１５年９月３０日 

前期 

自 平成１３年１０月１日 

至 平成１４年９月３０日 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 

 取得価額

 

相 当 額

減価償却

累 計 額 

相 当 額 

期末残高

 

相 当 額

什器備品 

千円

284,117

千円 

166,816 

千円

117,300

合計 284,117 166,816 117,300
 

 

 取得価額 

 

相 当 額 

減価償却

累 計 額 

相 当 額 

期末残高

 

相 当 額

什器備品

千円 

286,914 

千円 

150,369 

千円

136,545

合計 286,914 150,369 136,545
 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１  年  内           44,516 千円 

１  年  超           72,784 千円 

  計             117,300 千円 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１  年  内          55,015 千円 

１  年  超          81,530 千円 

  計             136,545 千円 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しております。 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しております。 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 

                   57,390 千円 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 

                  53,735 千円 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

５．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１  年  内            8,786 千円 

１  年  超            14,462 千円 

      計                23,249 千円 

５．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１  年  内            8,125 千円 

１  年  超            20,125 千円 

      計                28,250 千円 

 ６．転貸リース取引 

未経過リース料（受取） 

１  年  内             2,310 千円 

１  年  超            ―  

      計                 2,310 千円 

未経過リース料（支払） 

１  年  内             2,310 千円 

１  年  超            ―  

      計                 2,310 千円 
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（有価証券） 

 ※当事業年度に係る｢有価証券｣（子会社及び関連会社株式で時価のあるものを除く）に関する注記については、連結財

務諸表における注記事項として記載しております。 

  なお、当事業年度（自 平成１４年１０月１日 至 平成１５年９月３０日）における子会社株式及び関連会社株式

で時価のあるものはありません。 

          

（税効果会計関係） 

当期 

自 平成１４年１０月１日 

至 平成１５年９月３０日 

前期 

自 平成１３年１０月１日 

至 平成１４年９月３０日 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

①流動の部 

繰延税金資産 

   未払事業税否認                   8,519 千円 

   賞与引当金繰入限度超過額    10,744 千円 

   その他                234 千円 

繰延税金資産合計         19,498 千円 

②固定の部 

繰延税金資産 

退職給付引当金          20,532 千円 

   役員退職慰労引当金        51,204 千円 

   その他               2,709 千円 

  繰延税金資産合計                  74,447 千円 

繰延税金負債 

   その他有価証券評価差額金     41,531 千円 

  繰延税金資産純額          32,915 千円 

  繰延税金資産合計           52,413 千円 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

①流動の部 

繰延税金資産 

   未払事業税否認                    6,877 千円 

   賞与引当金繰入限度超過額      9,315 千円 

   その他                144 千円 

繰延税金資産合計          16,337 千円 

②固定の部 

繰延税金資産 

退職給付引当金          27,849 千円 

   役員退職慰労引当金         45,480 千円 

   その他               2,460 千円 

  繰延税金資産合計                   75,790 千円 

繰延税金負債 

   その他有価証券評価差額金     24,780 千円 

  繰延税金資産純額          51,010 千円 

  繰延税金資産合計          67,347 千円 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の内訳 

   法定実効税率                  41.7％ 

 （調整） 

   交際費等永久に損金に算入されない項目 6.8％ 

   住民税均等割                          2.7％ 

   その他                              1.0％ 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率     52.2％ 

３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税

金負債の修正額 

繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実

効税率は、地方税法の改正（平成 16 年 4 月 1日以降開始

事業年度より法人事業税に外形標準課税を導入）に伴い、

当事業年度末における一時差異のうち、平成 16 年 9月末

までに解消が予定されないものは改正後の税率に変更し

ております。この税率の変更により、当事業年度末の繰延

税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が

1,068 千円減少し、当事業年度に計上された法人税等調整

額が 2,414千円、その他有価証券評価差額金が 1,345千円、

それぞれ増加しております。 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の内訳 

   法定実効税率                  41.7％ 

 （調整） 

   交際費等永久に損金に算入されない項目 3.9％ 

   住民税均等割                          2.5％ 

   その他                             △0.4％ 

  税効果会計適用後の法人税等の負担率     47.7％ 
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(１株当たり情報) 

当期 

自 平成１４年１０月１日 

至 平成１５年９月３０日 

前期 

自 平成１３年１０月１日 

至 平成１４年９月３０日 

１株当たり純資産額         ８６３円１５銭 

 

１株当たり当期純利益         ３９円０３銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益額について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

 

当事業年度から｢１株当たり当期純利益に関する会計基 

準｣(企業会計基準第２号)及び｢１株当たり当期純利益 

に関する会計基準の適用指針｣(企業会計基準適用指針第 

４号)を適用しております。 

 なお、これによる影響はありません。 

１株当たり純資産額         ８３４円２５銭 

 

１株当たり当期純利益         ４４円８９銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益額について

は、潜在株式がないため記載しておりません。 

 

(注)１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

 当期 

自 平成１４年１０月１日 

至 平成１５年９月３０日 

前期 

自 平成１３年１０月１日 

至 平成１４年９月３０日 

損益計算書上の当期純利益(千円) １７８，２５９ －

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

(うち利益処分による役員賞与金) － －

普通株式に係る当期純利益(千円) １７８，２５９ －

期中平均株式数(株) ４，５６７，７５９ －

 

  ２．役 員 の 異 動 
 

(平成 15 年 12 月 18 日予定) 

 

１ 新任取締役候補 

   取締役第一営業部長兼営業管理部長  工藤 幸弘 （現 理事、第一営業部長兼営業管理部長） 

 

２ 新任監査役候補 

   常勤監査役             松田 文明 （現 理事、八戸支店長） 

 

３ 退任監査役候補 

                     清藤 盛正 （現 常勤監査役）   


